
第 15回一関市総合教育会議 

日 時 令和４年７月７日（木）13 時 30 分～15 時 15 分 

場 所 山目小学校 きらきらホール 

次   第 

１ 開 会 

２ 挨 拶 

３ 校内視察 

４ 懇 談 

（１）教育におけるＩＣＴの活用について 

（２）子どものスマホ・ゲーム等への対応について 

５ 閉 会 

一関市教育に関する大綱 

【基本目標】 

  学びを広げ、人と地域が共に育ち、一関の未来を創る 

【基本方針】 

１ 生涯にわたる学びを応援し、まちづくりを担い、活躍する人づくりを進める 

（縦軸の人づくり）  

２ 学校・家庭・地域の連携を深め、心豊かにたくましく生きる人づくりを進める 

（横軸の人づくり）  

３ 郷土の歴史と文化を誇りにし、未来を創造する人づくりを進める 

（時間軸の人づくり） 
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一関市における自治体ＤＸの取組について

１ 経緯 

国は自治体ＤＸ推進計画を令和２年 12 月に策定し、同計画において自治体が取り組む

べき６つの重点取組事項を示した。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、人と

の接触を避けることが推奨された状況にあり、感染リスクの低減を図るため、市では以下

の取り組みを行ってきた。 

【オンライン会議システム及び機器の整備】 

 オンライン上で会議や資料の共有を行えるシステム環境を整備（※以前から導入して

いたテレビ会議システム（イントラ回線使用）をインターネット回線使用のものに更新） 

 ・ オンライン会議用パソコン（73 台）、ウェブカメラ及びスピーカーマイク（86 台）

を購入 

 ・ オンライン会議システム（webex）９ライセンスを使用。１つの会議には 1,000 人

まで参加が可能 

【テレワーク環境の整備】 

職員が自宅もしくは勤務地以外の場所においても、自席と同じ環境で業務を行える環

境を整備 

・ 職員が使用するテレワーク用パソコン（75 台）を購入 

・ 地方公共団情報システム機構が提供する「自治体テレワークシステム」を活用 

【オンライン申請システムの導入】 

これまで書面により行ってきた各種の申請や届出の手続を市役所に出向かなくても

行うことができるシステム環境を整備 

   ・㈱グラファーが提供するスマート申請を利用 

【アンケート調査などの電子化】 

   現在、当市で運用している電子申請の方法は３種類あり、用途によって使い分けをし

ている。 

   ① ガルーンワークフロー 

使用回線：LGWAN
エルジーワン

のみ（職員間のみ） 

     特 徴：内部情報システム「ガルーン」で、庁内承認を受ける場合に有効。 

あらかじめ設定されている申請項目や申請経路を選択することにより、簡

単に承認申請を行える。回答されたデータを CSV 出力し、集計も簡単に行

える。 

     用 途：特権 ID 使用申請、テレワーク申請、会計年度任用職員申請など 
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② Ｌｏｇｏ(ロゴ)フォーム 

     使用回線：LGWAN
エルジーワン

及びインターネット回線 

特  徴：アンケートなどの入力フォームが簡単に作成できる。回答されたデー

タを CSV 出力し、集計も簡単に行える。他自治体が作成した様々な申請

用のテンプレートが公開されており、コピーして使うことが可能。 

用  途：職員アンケート、住民アンケート（匿名も可）、イベント申込など 

   ③ グラファースマート申請 

     使用回線：インターネット回線のみ 

     特  徴：申請には Google アカウントもしくは LINE アカウントでログインをす

る必要がある。アカウントで個人を特定できるため、補助金などの申請

に向いている。回答されたデータを CSV 出力し、集計も簡単に行える。 

マイナンバーカードによる公的個人認証機能があるため、転出届や確定

申告等が可能。手数料の支払いをクレジット決済で行える。 

     用  途：補助金申請、各種証明書の交付申請、転出届など 

２ 現状・問題点 

 オンライン申請は、これまで紙で行ってきた各種の申請を、スマートフォンを使い、

行うものであるが、デジタルが不慣れな住民には、「紙」による手続を継続する必要が

あるため、今後は、紙とデジタルが混在する事務処理を行うこととなる。 

 手続を行う側（住民）に対しては、多様な方法を用意したいが、事務処理を行う側（市）

には、出来るだけデジタルを使った処理をさせたいと考えている。 

 職員数が減少する一方で、時代の変化により新たな課題が生じており、職員が担うべ

き業務が増えている現状にある。 

これまでの仕事のやり方を変えないと、現在の業務を維持することさえも難しい。 

 申請受付、調査や照会、住民アンケートなどを「紙」で行った場合、最終的に職員が

データ入力する必要がある。 

また、その入力作業後は、申請書等に記載された内容と職員が入力した内容が一致し

ているかどうかを確認する必要があり、紙の処理は非効率なだけではなく、時間を要す

る。 

３ 今後の対応方針等 

申請者が入力した情報を機械的に処理するだけでも、大幅に事務処理スピードは向上す

る。これは、新たにシステムを開発・導入をしなくても、すでに導入済のシステムを有効

に活用できれば、取り組むことが可能である。 

導入済のシステムとは、定額料金を支払って利用する形のＬｏｇｏ（ロゴ）フォームや

グラファースマート申請といったライセンス形態のものであり、これまで、システム導入

を行ってこなかった小規模な事務についても取り組むことができる。 
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このようなシステムに自分の業務を落とし込み、簡単に使いこなせる職員を育成してい

きたいと考えている。育成する主な職員は、スマートフォンやインターネットの使用が身

近で育っている世代の職員（20 代～40 代前半）を考えている。 

  また、課長や係長は、所属職員が新たに取組もうとする業務について、オンラインによ

る申請や、機械的処理で行うことが正しいかどうか、念入りに検証する役割を担うため、

マネジメントに関する研修やデジタルを活用した業務改善研修などを行うこととしてい

る。 

４ 令和４年度に新たに取組む主な事業 

 ＣＩＯ補佐官の配置：令和４年４月１日付けで髙橋邦夫氏に委嘱 

最高情報統括責任者（ＣＩＯ）である副市長を専門的知見から補佐する役割を担う補

佐官を配置し、管理職等へのＤＸの意義を浸透させるための講義などを行う。 

 職員研修の実施：年間 

各システムの操作方法など技術的な研修のほか、ＤＸの意義や目的を理解するための

研修、利活用を含めたマネジメント研修を実施。 

 幹部職員へ専用端末を配備：令和４年５月に配備完了 

管理職自らデジタル化を実践させるため、庁議、議会のほか、緊急時にオンライン会

議として使用する幹部職員用の端末を配備 

 内部事務調査の実施・自治体ＤＸ推進計画作成 

全ての業務のプロセスを見える化し、その調査結果を基に市のＤＸ取組の方向性を示

すＤＸ推進計画を策定する。 

 デジタル説明会の開催 

  デジタル活用支援員を活用した高齢者等向けのデジタル説明会等を開催する。 

ＣＩＯ補佐官 髙橋邦夫氏

・元豊島区役所職員、同区役所の最高情報セキュリティ責任者の経験を持つ。

・合同会社ＫＵコンサルティング代表であり、現在、総務省地域情報化アドバイザー

を務めている。

・平成 30 年度から一関市最高情報セキュリティアドバイザーをお願いしている。

専用端末について・・・

・職場の自席パソコンとは別のタブレット兼ノートパソコンを幹部職員に配備した。

・端末は、自宅や出張先などにおいて、内部情報システムの利用や、庁内共有フォルダ

に保存されたデータの閲覧を可能となる設定となっている。

・インターネット接続の端末であるため、オンライン会議に利用が可能



4 

 「書かない窓口」の検討 

申請書への住所、氏名の手書きに代えて、マイナンバーカードや免許証をかざすこと

により、申請書に必要事項が記載されるシステムの導入を検討する。 

５ 推進体制 

 一関市デジタルトランスフォーメーション推進本部設置（ＤＸ推進本部） 

   本部長はＣＩＯである副市長、副本部長は総務部長、本部員は教育長及び部長 

 総務課（情報政策及び法令担当課）、政策企画課（総合計画担当課）、財政課（行政改

革、予算立案担当課）が連携し、庁内のＤＸ推進に取組む 

 ソフトバンク㈱と市は、令和２年 12 月 17 日に「ＩＣＴ活用による未来へつなぐ人と

まちづくりに関する連携協定」を締結した。 

ソフトバンク㈱社員である堺英知氏をＩＣＴ推進アドバイザーに委嘱し、週１回程度、

当市に駐在してもらいながら、ＩＣＴに関する助言をもらっている。 

 ＮＴＴ東日本㈱岩手支店と市は、令和４年２月 17 日に「デジタル化の促進による地

域課題の解決及び地域の活性化に関する連携協定」を締結した。 

協定に基づき、市内全域に整備された光ブロードバンドを有効に活用する事業の検討

を行っている。 
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